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就労支援の取組について
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都城保健所管内の現状 Ⅰ. はじめに

65歳以下の就労率：65%
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令和７年３月末時点 受給者1,642名

就労に関する困りごとや
支援の必要性について
十分に把握できていない



１ 難病患者の就労支援の実状の把握 Ⅱ. 活動内容

令和6年度 都城北諸県地域難病対策協議会

テーマ：「就労」
就労支援の実態・課題
の情報共有。

委員に、
就労支援（相談）
機関を追加

所属名

1 　一般社団法人藤元メディカルシステム　藤元総合病院

2 　医療法人社団アブラハムクラブ　ベテスダクリニック

3 　宮崎県訪問看護ステーション連絡協議会　県南県西支部

4 　藤元総合訪問看護ステーション

5 　公益社団法人都城市北諸県郡医師会

6 　独立行政法人国立病院機構　都城医療センター

7 　都城公共職業安定所

8 　みやこのじょう障害者就業・生活支援センター

9  一般社団法人宮崎県介護支援専門員協会　都城・北諸県支部

10 　みやこのじょう総合相談支援センター糸

11 　都城市役所 障がい福祉課

12 　都城市役所 福祉課

13 　三股町役場 福祉課

14 　三股町役場 高齢者支援課

15 　宮崎県難病対策協議会

16 　宮崎県難病相談・支援センター
その他

医療

福祉

就労

行政



１ 難病患者の就労支援の実状の把握 Ⅱ. 活動内容

相談可能な機関を周知するための媒体として、
リーフレット及びポスターを作成しよう

難病患者は障害者手帳所持者に
比べ、相談窓口や支援制度の周知
が十分ではない。

令和6年度 都城北諸県地域難病対策協議会



掲載内容を協議し、 リーフレット及びポスターを作成

構成委員：就労支援機関5団体、医療機関１団体、宮崎県難病相談・支援センター

令和6年度 都城北諸県地域難病対策協議会 作業部会

２ 就労支援相談窓口一覧の作成 Ⅱ. 活動内容

所属名

1 　独立行政法人国立病院機構　都城医療センター

2 　一般社団法人藤元メディカルシステム　藤元総合病院

3 　都城公共職業安定所

4 　みやこのじょう障害者就業・生活支援センター

5 　宮崎障害者職業センター

6 　宮崎産業保健総合支援センター

7 　宮崎県難病相談・支援センター



リーフレット（表面）

２ 就労支援相談窓口一覧の作成 Ⅱ. 活動内容



リーフレット（裏面）

２ 就労支援相談窓口一覧の作成 Ⅱ. 活動内容



＜令和７年度＞

●リーフレットの配布
受給者約1,700名へ送付

●ポスター、リーフレットの配布
管内指定医療機関・薬局、協議会委員、
管内市町など232施設へ送付

●保健所ホームページへの掲載

ポスター

２ 配布、ホームページへの掲載 Ⅱ. 活動内容



３ 難病患者へのアンケート調査
（就労、療養生活) Ⅱ. 活動内容

アンケートの調査の概要

●対象
65歳以下の難病患者 749名
（回答者146名、回答率19.5％）

●期間
令和7年9月24日 ～ 10月31日

●方法
受給者証交付時にアンケートを同封、
電子申請または保健所窓口で回収



３ 難病患者へのアンケート調査
（就労、療養生活) Ⅱ. 活動内容

●回答者：146名（回答率19.5％）

回答者 回答率
神経・筋 25 17% 16%
代謝 3 2% 2%

染色体・遺伝子 0 0% 0%
免疫 45 31% 25%
循環器 2 1% 3%
消化器 38 26% 26%
内分泌 6 4% 6%
血液 2 1% 2%

腎・泌尿器 6 4% 5%
呼吸器 8 5% 4%

皮膚・結合組織 3 2% 2%
骨・関節 7 5% 7%
聴覚 0 0% 0%
視覚 1 1% 2%

アンケート結果 65歳以下の
受給者割合



３ 難病患者へのアンケート調査 結果 Ⅱ. 活動内容

①就労に関する相談窓口の周知状況 (n＝122）

相談窓口の認知度 相談窓口の利用の有無

相談窓口の認知度は35％ 相談窓口の利用者は14％



３ 難病患者へのアンケート調査 結果 Ⅱ. 活動内容

②就労（又は就職活動）に関する困りごとの有無
(n＝122）

「ある」と回答した疾患群

障害者手帳
なし

障害者手帳
あり

神経・筋疾患 4 8
免疫疾患 10 2
循環器疾患 0 1
消化器疾患 9 1
内分泌疾患 0 1
血液疾患 1 0
骨・関節疾患 3 2

計 27 15



３ 難病患者へのアンケート調査 結果 Ⅱ. 活動内容

③希望する就労への支援（複数回答可） (n＝122）
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特になし

職業訓練や資格取得支援

通勤等がしやすい地域の交通や設備のバリアフリー化

障害者雇用率制度の対象者の個別認定

体調や自己管理スキル向上

職場の設備改善・支援機器・テレワーク等

企業の経済的負担の公的補償

障害者手帳の有無によらない難病患者の雇用義務化

福祉的就労や超短時間勤務の充実

専門的就労支援サービスの充実

病状や障害の進行時の就業継続支援

職場の理解と配慮

治療と両立して活躍できる仕事の確保

0 10 20 30 40



３ 難病患者へのアンケート調査 Ⅱ. 活動内容

④希望する療養生活への支援（複数回答可）(n＝146）

16

10

17

26

42

58

その他

交流の場

講演会

災害への備え

相談支援

福祉制度等

の情報提供

0 40 80

福祉制度等に
関する

情報提供
相談支援

災害への備え
の周知

病気や福祉制
度等の講演会

難病患者・
家族の

交流の場
その他

神経・筋 17 8 3 5 2 1
代謝 0 1 0 0 0 0
染色体・遺伝子異常 0 0 0 0 0 0
免疫 18 19 10 3 4 5
循環器 1 1 1 1 1 0
消化器 13 6 7 7 1 5
内分泌 3 1 0 1 0 2
血液 0 0 1 0 0 0
腎・泌尿器 2 2 0 0 0 0
呼吸器 0 1 1 0 0 1
皮膚・結合組織 1 1 1 0 0 0
骨・関節 3 2 2 0 2 2
聴覚・平衡機能 0 0 0 0 0 0
視覚 0 0 0 0 0 0



４ 相談支援窓口一覧（チラシ）の作成 Ⅱ. 活動内容



取組成果

●「就労」をテーマに協議会及び作業部会を実施
⇒ 難病患者への就労支援の現状や課題を整理
・関係者間で難病患者への就労支援の必要性の共通理解を

図ることができた
・これまで連携が希薄であった就労支援機関と顔の見える

関係を構築できた

●就労支援窓口の整理及び情報提供
⇒ 相談しやすい体制を整えることができた
・保健所への就労に関する相談件数の増加
・作成したリーフレットを見て、宮崎県難病相談・支援セン

ターへの相談を通じて、他の就労支援機関につながった事例
あり

Ⅲ. 考察



課題

アンケート調査結果から

Ⅲ. 考察

●相談窓口の認知度が35％

●「就労に関する困りごと」を抱えているのは、
障害者手帳を所持していない免疫疾患、消化器
疾患の患者に多くみられた



課題

利用可能な制度やサービス、相談窓口に関する
情報が行き届かず、適切な支援が受けられないま
ま、転職や退職を余儀なくされる可能性が高いと
考える

【課題】 就労支援機関の認知度の向上

就労支援に関する相談窓口の周知徹底は重要

・障害者雇用率制度の対象外
・体調の良い時には症状や生活の支障も少なく外見からも困難性は分かりにくい

Ⅲ. 考察

＊障害者手帳を所持していない難病患者



今後の取組

「治療と仕事の両立」のため・・・

難病患者が一人で悩みを抱え込まずに、自身の
病状や障害に合わせ、適切な専門支援機関に相談
できるよう、継続的に啓発ツールの配布を行う

就労支援
相談窓口一覧

（リーフレット、ポスター）

福祉制度等の
相談支援窓口一覧

（チラシ）

Ⅲ. 考察



Ⅳ おわりに

難病患者の「治療と仕事の両立」

多角的な視点からの支援が不可欠である。
引き続き、関係機関との連携強化を図りながら、
難病患者の就労支援に取り組んでいきたい。
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